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S1-3 当院における高気圧酸素治療の現状
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【はじめに】各地の高気圧酸素治療装置の稼動が停止

されていく中で，山陰で唯一の第2種装置を有する当

院での高気圧酸素治療の現状を検討した。

【対象］平成18年 1月～12月までの 1年間の稼動状況

を調査した。

【結果］症例は20例で，合計190回の治療を行った。平

均治療回数は9.5±4.6回で、あった。症例の内訳は，一

酸化炭素中毒6例，減圧症 1例，骨・筋肉の感染症7

例，突発性難聴5例，肝不全1例であった。 14症例

は二次医療圏内の患者であったが， 6例は隣接する医

療圏あるいは他県（島根県，岡山県）からの患者であっ

た。その疾患の内訳は，一酸化炭素中毒2例，減圧

症 1例，骨・筋の感染症2例，肝不全1例であった。

これら全症例における高気圧酸素治療に係る保険点数

の合計は311424点であった。

｛考案］山陰地方の中で，当院が位置する医療圏に比

較的近く，かつ同規模の人口を有する医療圏は3ヶ所

存在する。これらの距離は遠くても救急車で 2時間弱

の範囲内にある。それぞれの医療固には第1種装置
を有する施設はあるが，いずれの施設においても運用

技師の不在により稼動していない模様である。人口規

模より当医療圏と同数程度の一酸化炭素中毒患者の

発生が推定されるが，これらの地域からの紹介は2例

のみで、あった。大部分が高気圧酸素治療なしで治療

されているものと考えられる。これは長距離搬送の困

難を上回る利点がないと考えられているものと推定され

る。このような状況の中では，旧国立大学の附属病院

としても独立行政法人化の現在は，経営効率を求める

圧力が益々強くなってきているため，メンテナンスにだ

けでも年間一千万円以上を要する設備を維持すること

は，きわめて困難となってきているのが現状である。

S1-4 救急医療システムの一環としての高気圧

酸素治療装置：北海道における第 2種

装置の運用
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［はじめに］北海道では海岸地域での職業的潜水の他，

レジャーダイパーの減圧症の発生も増加しつつあり，救

急医療システムの一環としての第二種装置の運用法が

間われるようになってきた。

［現状】北海道大学病院と旭川医科大学病院に第二種

装置を有す。旭川医科大学と，海岸地域の漁協と海

上保安庁とは，緊急時の連絡方法の事前確認をし減

圧症発生時にはただちに救急部に連絡可能な体制で

ある。

【症例】職業ダイパーの減圧症2例 レジャーダイパー

の減圧症3例

［問題点1広大な地域を2基の内陸にある第二種装置

でカバーしなければならないため，患者搬送手段と搬

送時聞が問題である。旭川は，地理的に北海道のほ

ぽ中心に位置するという利点を持つ一方，盆地に存在

するため，海岸からの搬送には峠を越えなければなら

ないという欠点を持つ。陸路搬送でも移送用加圧装置

の整備が必要となる。ヘリコプター搬送には，防災ヘリ

コプターが2機（札幌と旭川が窓口）のほか，札幌のド

クターヘリが使用可能である。しかし，北海道東部か

らの搬送には大雪連峰の存在と距離が障壁となりヘリ

コブタ｝の運用を不可能とすることがある。

【今後の展望］ヘリコプターの運用をより容易にするた

め，現在，旭川！と釧路にドクターヘリを配備するための

準備が進められている。また，北海道の医療過疎地域

にも空港は存在し，旭川医科大学病院は旭川空港に

極めて近いため，固定翼機による搬送を考慮できる。

本年 9月10日には固定翼機による重症症例の搬送の

シミュレーションを行い良好な結果が得られた。固定翼

機による搬送が可能になれば，北海道のみならず，更

に遠方（東北地方など）からの搬送も現実的となるため，

今後の減圧症に対する救急医療体制の方向性を示唆

するものと考えている。




